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論壇
1
�
は
じ
め
に

岸
田
内
閣
の
経
済
政
策
は
、

成
長
と
分
配
の
好
循
環
を
実
現

さ
せ
る
「
新
資
本
主
義
」
を
基

本
と
し
て
い
る
。
新
資
本
主
義

を
コ
ロ
ナ
後
の
新
し
い
社
会
の

開
拓
を
目
指
し
て
展
開
す
る
た

め
に
は
、
経
済
・
財
政
政
策
面

と
企
業
経
営
・
社
会
の
再
構
築

面
で
多
面
的
な
施
策
が
検
討
さ

れ
て
い
る
が
、
特
に
分
配
面
で

は
、
生
産
に
貢
献
す
る
各
ス
テ

ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
間
で
の
格
差
是

正
に
も
配
慮
し
た
財
政
政
策
が

重
視
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
中
で

は
租
税
政
策
も
重
要
な
地
位
を

占
め
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

分
配
に
関
す
る
諸
デ
ー
タ

は
、
経
済
成
長
の
原
動
力
と
な

っ
て
い
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
デ

ジ
タ
ル
化
が
進
展
す
る
経
済
環

境
が
、
所
得
の
分
配
面
に
お
い

て
、
多
様
な
格
差
を
生
み
出
し

て
い
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い

る
。
そ
れ
ら
格
差
へ
の
対
応
策

を
税
制
面
か
ら
ア
プ
ロ
ー
チ
す

る
場
合
に
は
、
以
下
の
3
種
類

の
格
差
に
区
分
し
て
議
論
す
る

の
が
分
か
り
や
す
い
。
す
な
わ

ち
、
①
グ
ロ
ー
バ
ル
化
・
デ
ジ

タ
ル
化
の
波
に
乗
っ
た
企
業
と

そ
れ
以
外
の
企
業
の
間
の
格
差

（
米
国
最
大
の
Ｉ
Ｔ
関
連
単
一

企
業
の
資
産
価
値
が
、
東
証
上

場
企
業
の
全
企
業
価
値
を
凌
駕

す
る
ま
で
に
な
っ
た
こ
と
に
象

徴
的
に
表
れ
て
い
る
が
、
大
企

業
と
中
小
企
業
と
の
間
の
格
差

も
こ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
含
ま
れ

う
る
）、
②
企
業
活
動
の
原
動

力
と
な
る
人
的
資
本
（
高
齢
化

が
進
展
す
る
下
で
活
躍
が
期
待

さ
れ
る
女
性
、
若
者
、
フ
リ
ー

ラ
ン
ス
等
を
含
む
）
へ
の
報
酬

面
で
の
格
差
、
更
に
は
、
③
国

家
間
で
の
課
税
権
配
分
面
で
の

格
差
（
親
会
社
所
在
地
国
と
投

資
先
国
の
間
で
の
課
税
ベ
ー
ス

の
不
均
衡
が
も
た
ら
す
格
差
）

で
あ
る
。

本
稿
で
は
、
ま
ず
、
格
差
問

題
一
般
に
対
し
、
税
制
が
採
っ

て
き
た
ス
タ
ン
ス
を
確
認
し
た

う
え
で
、
次
に
、
各
種
の
格
差

に
対
し
て
、
税
制
が
個
別
に
提

供
し
て
き
た
処
方
箋
を
確
認
す

る
と
と
も
に
、
今
後
に
残
さ
れ

た
課
題
を
予
備
的
に
検
証
す
る

も
の
で
あ
る
。

2
�
格
差
へ
の
税
制
の
基
本
ス
タ
ン
ス

租
税
法
律
主
義
の
下
で
は
、

納
税
義
務
を
負
う
納
税
者
か
ら

見
て
、
税
制
の
制
度
設
計
は
、

公
平
・
中
立
・
簡
素
の
3
原
則

に
沿
っ
た
も
の
で
あ
る
べ
き
と

の
共
通
理
解
が
、
所
得
・
資
産

・
消
費
を
課
税
物
件
と
す
る
各

税
法
の
設
計
の
背
後
に
あ
る
。

ま
た
一
方
で
、
税
制
は
、
国
民

経
済
の
発
展
に
必
要
な
、
経
済

・
財
政
政
策
の
オ
プ
シ
ョ
ン
を

提
示
す
る
役
割
も
あ
り
、
優
遇

措
置
を
中
心
と
す
る
特
別
扱
い

は
、
租
税
特
別
措
置
法
の
中
で

展
開
さ
れ
て
い
る
。
特
別
措
置

の
適
用
可
能
な
納
税
者
に
は
、

通
常
一
定
の
要
件
が
あ
る
た

め
、
そ
れ
ら
を
適
用
す
る
者
と

適
用
で
き
な
い
者
の
間
に
は
、

税
負
担
上
の
格
差
が
当
然
顕
在

化
す
る
。

我
が
国
で
は
、
上
記
格
差
の

合
理
性
の
確
保
に
関
し
て
は
、

税
法
全
体
の
設
計
図
を
審
議
す

る
国
会
の
場
で
審
査
す
る
こ
と

が
予
定
さ
れ
て
い
る
（
租
特
の

透
明
化
推
進
及
び
効
果
測
定
に

よ
る
常
時
見
直
し
を
含
む
）。

審
査
の
結
果
、
長
年
生
き
残
っ

て
い
る
例
と
し
て
は
、
軽
減
税

率
や
交
際
費
課
税
な
ど
の
中
小

法
人
特
例
や
金
融
所
得
の
分
離

課
税
が
挙
げ
ら
れ
る
。

一
方
で
、
米
国
で
は
、
課
税

優
遇
措
置
に
つ
い
て
、
我
が
国

同
様
の
議
会
に
よ
る
審
査
に
加

え
て
、
代
替
ミ
ニ
マ
ム
税
（
Ａ

Ｍ
Ｔ
、
1
9
8
6
年
創
設
）
と

い
う
仕
組
み
に
よ
る
格
差
是
正

措
置
が
、
追
加
さ
れ
て
い
る
。

Ａ
Ｍ
Ｔ
は
、
多
く
の
租
税
優
遇

措
置
が
累
積
し
て
い
る
所
得
課

税
に
お
い
て
、
そ
の
メ
リ
ッ
ト

享
受
に
よ
り
経
済
的
な
税
負
担

能
力
に
比
較
し
て
極
端
に
納
税

義
務
を
免
れ
る
こ
と
と
な
っ
て

い
る
納
税
者
（
高
額
所
得
者
と

大
規
模
法
人
）
に
対
し
、
特
別

措
置
の
適
用
な
き
場
合
の
課
税

ベ
ー
ス
を
基
準
に
一
定
税
率
を

乗
じ
た
税
額
が
、
申
告
納
付
さ

れ
る
所
得
税
額
・
法
人
税
額
を

超
え
る
場
合
に
、
差
額
の
納
付

を
求
め
る
と
い
う
仕
組
み
で
あ

る
。
1
9
8
6
年
の
導
入
当

時
、
米
国
上
位
2
5
0
法
人
の

実
効
税
率
が
14
・
9
％
（
当
時

の
法
定
税
率
は
46
％
）
に
過
ぎ

な
か
っ
た
と
い
う
事
態
に
対
応

す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
米
国
で

は
、
ロ
ビ
ー
活
動
で
新
設
さ
れ

た
多
面
的
な
租
特
の
節
税
効
果

に
対
し
、
公
平
性
の
観
点
に
立

っ
た
見
直
し
が
、
容
易
で
は
な

い
と
の
こ
と
か
ら
、
フ
ォ
ー
ミ

ュ
ラ
的
な
格
差
是
正
策
が
選
択

さ
れ
た
と
い
う
経
緯
が
う
か
が

え
る
。
法
人
向
け
Ａ
Ｍ
Ｔ
は
、

2
0
1
7
年
の
ト
ラ
ン
プ
税
制

改
正
に
お
け
る
法
人
税
率
の
大

幅
引
下
げ
の
際
に
停
止
さ
れ
て

い
る
が
、
現
バ
イ
デ
ン
政
権

は
、
会
計
上
の
全
世
界
利
益
が

20
億
ド
ル
を
超
過
す
る
大
規
模

法
人
に
つ
い
て
、
会
計
上
の
利

益
に
対
し
15
％
を
課
税
す
る
態

様
で
の
Ａ
Ｍ
Ｔ
創
設
を
提
案
し

て
い
る
。

3
�
主
要
な
格
差
是
正
税
制
の
進
展
状
況

⑴
相
続
税
・
富
裕
税
に
よ
る
所

得
課
税
の
補
完

我
が
国
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国

の
中
で
も
、
相
続
・
贈
与
税
の

税
収
及
び
実
効
税
率
が
高
い
こ

と
で
知
ら
れ
て
い
る
（
税
収
に

占
め
る
相
続
・
贈
与
税
の
比
率

が
1
％
超
の
国
は
、
我
が
国
を

含
め
て
4
か
国
の
み
）

相
続
・
贈
与
税
の
存
在
意
義

と
し
て
、
生
前
の
所
得
課
税
の

精
算
（
優
遇
を
受
け
課
税
を
逃

れ
て
き
た
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン

の
精
算
等
）
の
意
義
を
認
め
る

立
場
に
立
て
ば
、
我
が
国
税
制

は
、
租
特
の
見
直
し
等
に
加
え

て
、
相
続
・
贈
与
税
を
、
所
得

課
税
に
お
け
る
格
差
是
正
の
バ

ッ
ク
ス
ト
ッ
プ
施
策
に
し
て
い

る
と
評
価
で
き
よ
う
。

ま
た
、
フ
ラ
ン
ス
な
ど
4
か

国
が
導
入
し
て
い
る
富
裕
税

は
、
保
有
す
る
ネ
ッ
ト
財
産
の

持
つ
担
税
力
に
着
目
し
て
、
毎

年
1
％
前
後
の
低
税
率
で
課
さ

れ
る
税
で
、
暦
年
ベ
ー
ス
で
の

所
得
課
税
の
格
差
是
正
の
機
能

も
認
め
ら
れ
る
。
し
か
し
、
1

9
9
0
年
当
時
12
か
国
に
及
ん

で
い
た
富
裕
税
実
施
国
数
が
、

現
在
4
か
国
ま
で
に
減
少
し
た

背
景
に
は
、
①
欧
州
に
お
け
る

租
税
競
争
に
よ
る
衰
退
、
②
執

行
コ
ス
ト
に
比
較
し
て
不
十
分

な
税
収
実
績
、
③
所
得
税
の
補

完
税
と
し
て
の
役
割
の
相
続
・

贈
与
税
へ
の
1
本
化
へ
の
動

き
、
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
て
い

る
。な

お
、
米
国
バ
イ
デ
ン
政
権

は
、
税
制
改
正
案
と
し
て
「
富

裕
者
所
得
税
構
想
」
を
提
起
し

て
い
る
。
こ
れ
は
、
年
所
得
金

額
1
億
ド
ル
超
の
者
又
は
過
去

3
年
間
連
続
で
資
産
価
値
が
10

億
ド
ル
超
の
富
裕
者
（
約
7
0

0
名
と
想
定
）
を
対
象
に
、
そ

の
保
有
す
る
譲
渡
可
能
資
産
を

毎
年
時
価
評
価
し
て
キ
ャ
ピ
タ

ル
ゲ
イ
ン
課
税
を
行
う
も
の
で

あ
り
、
富
裕
税
に
類
似
す
る
仕

組
み
と
も
解
釈
さ
れ
よ
う
。

⑵
企
業
間
の
課
税
格
差
の
是
正

多
国
籍
企
業
は
、
多
く
の
課

税
管
轄
で
営
利
活
動
を
行
う
環

境
上
、
税
負
担
面
で
、
国
内
の

み
で
活
動
す
る
企
業
に
比
べ
て

異
な
る
扱
い
に
当
面
せ
ざ
る
を

得
な
い
と
い
う
宿
命
に
あ
る
。

複
数
国
の
税
制
適
用
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
中
で
、
発
生
が
予
想

さ
れ
る
二
重
課
税
や
二
重
非
課

税
状
況
に
つ
い
て
は
、
モ
デ
ル

条
約
で
の
共
通
解
釈
の
設
定
や

移
転
価
格
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の

合
意
文
書
で
、
こ
れ
ま
で
、
適

正
な
課
税
権
配
分
に
向
け
た
調

整
を
図
っ
て
き
た
。

し
か
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
・

デ
ジ
タ
ル
化
の
下
で
、
独
占
・

寡
占
状
況
を
享
受
し
多
額
の
超

過
収
益
を
獲
得
し
て
い
る
企
業

に
つ
い
て
は
、
従
来
の
税
制

が
、
適
正
な
課
税
権
配
分
機
能

を
果
た
し
て
い
な
い
（
結
果
的

に
収
益
相
応
の
税
負
担
が
実
現

さ
れ
て
い
な
い
）
と
の
批
判
が

高
ま
っ
て
き
て
い
た
。

こ
れ
に
対
し
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
／
Ｇ
20
が
取
り
組
ん
だ
Ｂ
Ｅ

Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い

て
、
2
0
1
5
年
に
消
費
税
に

関
す
る
市
場
国
で
の
課
税
権
確

保
策
（
Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ
取
引
に
つ
い

て
の
リ
バ
ー
ス
チ
ャ
ー
ジ
方

式
、
Ｂ
ｔ
ｏ
Ｃ
取
引
に
つ
い
て

の
事
業
者
登
録
制
）
の
合
意
が

行
わ
れ
、
2
0
2
1
年
10
月
に

は
、
デ
ジ
タ
ル
エ
コ
ノ
ミ
ー
に

も
対
処
で
き
る
2
つ
の
柱
か
ら

成
る
所
得
課
税
の
新
ル
ー
ル

（
2
0
2
3
年
か
ら
施
行
予

定
）
が
合
意
さ
れ
た
。
こ
れ
ら

は
、
多
国
籍
企
業
の
業
種
間
で

の
税
負
担
格
差
を
是
正
す
る
効

果
を
持
つ
施
策
と
も
位
置
づ
け

ら
れ
る
。

な
お
、
後
者
の
合
意
が
遅
れ

る
過
程
で
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
を
中

心
に
最
近
拡
大
し
つ
つ
あ
っ
た

1
国
限
り
の
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ

ス
税
（
Ｄ
Ｓ
Ｔ
）
構
想
に
つ
い

て
は
、
狙
い
撃
ち
さ
れ
る
米
国

Ｉ
Ｔ
企
業
の
負
担
増
等
に
鑑

み
、
米
国
政
府
が
強
く
反
発
し

て
い
た
。
昨
年
の
合
意
は
、
制

裁
関
税
の
発
動
を
含
む
通
商
バ

ト
ル
に
展
開
し
そ
う
で
あ
っ
た

無
秩
序
状
況
到
来
の
危
機
を
、

土
俵
際
で
回
避
で
き
た
と
い
う

意
味
で
、
歴
史
に
残
る
マ
ル
チ

合
意
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。
以

下
で
は
、
2
つ
の
柱
ル
ー
ル
の

格
差
是
正
の
意
義
を
概
観
す

る
。

1
）
市
場
国
へ
の
追
加
的
課
税

権
の
配
分
に
よ
る
格
差
是
正

多
国
籍
企
業
（
全
世
界
売
上

高
2
0
0
億
ユ
ー
ロ
超
、
か
つ

利
益
率
10
％
超
）
が
習
得
す
る

超
過
収
益
に
対
す
る
課
税
権

の
、
市
場
国
へ
の
新
た
な
配
分

は
、
伝
統
的
課
税
理
論
に
ひ
た

す
ら
頼
っ
て
き
た
課
税
権
配
分

ル
ー
ル
に
、
大
き
な
風
穴
を
開

け
た
。
す
な
わ
ち
、
1
0
0
年

ぶ
り
に
市
場
国
に
与
え
ら
れ
る

課
税
権
は
、
全
世
界
売
上
に
占

め
る
市
場
国
で
の
売
上
シ
ェ
ア

に
応
じ
て
一
定
の
超
過
収
益
を

定
式
配
分
す
る
も
の
で
あ
り
、

従
来
の
課
税
権
付
与
の
た
め
の

2
大
関
門
（
恒
久
的
施
設
の
存

在
と
独
立
企
業
原
則
に
基
づ
く

比
較
対
象
取
引
の
参
照
）
か
ら

市
場
国
を
解
放
す
る
も
の
で
あ

る
。従

来
の
2
大
関
門
で
課
税
さ

れ
続
け
る
多
国
籍
企
業
と
の
格

差
は
、
こ
れ
に
よ
り
ほ
ぼ
解
消

さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

2
）
グ
ロ
ー
バ
ル
ミ
ニ
マ
ム
税

を
賦
課
し
、
低
課
税
国
を
利
用

し
た
特
典
を
解
消
す
る
こ
と
に

伴
う
格
差
是
正

多
国
籍
企
業
（
全
世
界
売
上

高
7
・
5
憶
ユ
ー
ロ
以
上
）
が

低
課
税
の
子
会
社
等
で
得
た
利

益
の
課
税
を
、
親
会
社
段
階
で

最
低
15
％
の
法
人
税
負
担
に
な

る
よ
う
追
加
課
税
す
る
ス
キ
ー

ム
を
中
心
と
し
た
新
ル
ー
ル
で

あ
り
、
Ｇ
ｌ
ｏ
Ｂ
Ｅ
税
制
と
略

称
さ
れ
る
。
租
税
回
避
防
止
措

置
と
し
て
設
け
ら
れ
て
き
た
外

国
子
会
社
合
算
税
制
と
並
行
実

施
さ
れ
る
も
の
で
、
法
人
税
率

引
下
げ
競
争
に
終
止
符
を
打
つ

抜
本
的
な
税
負
担
格
差
の
是
正

施
策
と
の
評
価
を
受
け
て
い

る
。

4
�
終
わ
り
に

税
制
は
自
ら
の
中
に
、
経
済

政
策
と
し
て
特
定
納
税
者
・
特

定
分
野
・
特
定
取
引
を
優
遇
す

る
措
置
を
内
在
し
て
い
る
た

め
、
経
済
取
引
参
加
者
間
に
発

生
し
て
い
る
納
税
義
務
の
格
差

が
許
容
で
き
る
も
の
か
ど
う
か

に
つ
い
て
、
税
法
体
系
の
全
体

を
含
め
て
、
常
に
検
証
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
。
本
稿
で

は
、
所
得
・
資
産
課
税
の
相
互

補
完
関
係
の
下
で
の
格
差
是
正

の
機
能
と
、
多
国
籍
企
業
に
特

化
し
た
課
税
権
配
分
の
修
正
に

基
づ
く
格
差
是
正
機
能
に
焦
点

を
当
て
、
そ
の
合
理
性
の
根
拠

を
概
観
し
た
。

我
が
国
で
、
最
近
の
投
資
所

得
優
遇
に
起
因
す
る
「
1
億
円

の
壁
」
問
題
が
提
起
さ
れ
た
よ

う
に
、
1
国
内
で
完
結
す
る
税

法
間
の
負
担
格
差
の
調
整
も
、

今
後
の
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

し
か
し
、
執
行
の
複
雑
性
や

国
家
間
の
協
働
を
必
要
と
す
る

多
国
籍
企
業
に
係
る
負
担
格
差

是
正
の
措
置
の
合
理
性
担
保

は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
下

で
よ
り
重
要
性
を
増
し
て
い

る
。
こ
れ
か
ら
の
1
年
は
、
多

国
間
協
定
や
各
国
の
国
内
法
改

正
の
動
向
か
ら
目
が
離
せ
な

い
。

格
差
と
税
制
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